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日本研究はその担い手か ら見てみる と江戸末期か ら明治 ・大正にかけては外交官

や宣教師たちによる趣味的な 日本研究 か ら出発 し、その後次第にルース ・ベネディ

ク トの研究に代表 され るよ うに人類学や歴史学 ・政治学な ど多 くの学問分野 をその

方法のべ一スとする専門家 による 日本 の事例研究あるいは学際的な地域研究 の一環

として発展 し今 日に至っている。個人的な興 味を中心として発達 した 日本研究の大

家 としては、アーネス ト・サ トウやハーバー ト・ノーマンな ど多 くの優れた研究家

がいたわけであるが、彼 らは 日本研究 に関す る研究でもって生計を立ててきたわけ

ではない。 しか しなが ら、現代 の日本研究の専門家 は 日本研究 とい うものを大学や

研究所 とい う機 関に所属 し業務 として遂行 し生計を立てている。

企業経営の一環 として創 設 された研 究所 は別 と して これ らの多 くの機 関は中立

的で市場の波の影響は少な くないよ うな印象 をわれ われは抱いて研究 と教育に専念

してい るこ とが多い。 しか しなが ら2003年 末 に香港政府 による大学予算の15パ ーセ

ン トカ ッ トとい う大規模な予算削減 により私の属す る香港中文大学 日本研究学科は

廃止 される とい う危険にさらされた。幸いにもその後 この危 険性はな くなったが、

政治経済的要因や市場勢力が 日本研究プログラムの研究の内容や方 向に大 きな影響

を与 える可能性 は今後 もさらに高まるのではないか と予想 され る。今回の国際 日本

文化研究セ ンター(日 文研)の20周 年記念国際シンポジウムでの多 くの発表はそれ

ぞれの国で 日本研究が どの様 に発展 ・展開 してきたか とい うテーマの論文が多いな

かで小論 では、逆に我 々の研究が置かれ てい る外部的な環境 がどの様に今後の 日本

研究の発展 に影響 を与 えるか とい うことに焦点をあてこの研究分野の将来 と方 向性

について考察 してみたい。

最近の傾 向 として指摘できるのは理 工系の研 究評価 の手法が文系にも導入 され

てきつつあることそ して、これに加え大学内での研究科の予算配分に関 して市場の

論理が導入 されつつあることである。 日本研 究の研究成果の評価 の仕方 にも次第に
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このよ うな大 きな波が打ち寄せてきている。特に香港、シンガポールあるいはオー

ス トラ リア、イギ リス、カナ ダ、アメリカな どの国公立大学ではこの ような傾 向が

ますます強 くなってきている。香港では研究成果 を発表する場によって大学の行政

側が研究の良 し悪 しの評価を決定 して しま う傾 向がある。つま り発表 され るデ ィシ

プ リン別の様々な専門誌の世界的なランキングに基づいて 日本研究の成果が機械的

に評価 されるとい う手法が浸透 しつつある。 このよ うな研究成果の評価方式の導入

は様々な問題 を内包 している。

さらに学生数が大きく予算の配分 に影響を与 えるよ うになっている。たとえばオ

ース トラ リアや香港の大学では 日本研究学科 をは じめ多 くの研究科の予算の7割 か

ら9割 が入学定員や授業の履修生の数 によって決定 され るところが多い。多 くの大

学において教育の ウエー トは各学科 の予算配分の最大の決定要因であることに変わ

りはないが このような市場の論理の導入によ り、 日本研究の人気が、例えば中国研

究 とか経営学 とか他の学問 と競合す ることが あ り、場合 によってはこの競合関係が

各学科 の予算配分に大きな影響 を与えることもある。

また 日本研究には言語学 ・宗教 ・文学 ・歴史 ・社会学 ・人類学 ・経済学 ・政治学 ・

経営学 ・国際関係 などなど多 くの専門分野があるがどのよ うな分野や トピックによ

り多 くの学生たちが興味を持つかによってそれぞれの 日本研究者がいい就職 口があ

るか どうか左右 され ることにもなる。

本論 の目的は 日本研究 における研究評価 の国際標準化 あるい はこのような市場原

理の導入が どのような影響を今後の 日本研究プ ログラムに与えるか とい う問題 を考

察することである。 と同時にこの ような角度か ら行 った今後の 日本研究の展望を基

に、 日文研 などに代表 される研究機 関の果たすべき役割 について も考察 したい。

研究評価の国際標準化とその影響

研究評価における国際標準化は様 々な利点がある。まず第一に 日本研究のように、

様々な分野の研究者や学際的研究者 の問で行われてい る研究成果を一つの物差 しで

測 ることが理論的に可能である。 これ に関 しては、香港中文大学あた りでは既 に形

式的に勤務評価 とか採用時の選考な どに使 われている。 このよ うなシステムはある

意味で客観的 にみえるが、逆に研究者 の自由な発表活動 を束縛 し、 ビル ト・イン ・

バ・イアスにもなっている。た とえば、外部査読のない雑誌に投稿 した場合 には研究

成果 としては評価 はゼロとなる。 しか しながら査読制度のある専門誌で も、 日本研

究の場合経済学や経営学な どよ り確立 した分野は例外であるが、最近人気のある大

衆文化論な ど多 くの分野 においては国際的なジャーナルのランキングが明確ではな

い。 しか しなが ら他の分野 と同様に 日本研究関係 のジャーナルが全部 ランキングさ

れなければならない。 したがって各大学 ごとに外部の 日本研究 の専門家の助けをか

りなが ら国際 ランキングを行 う必要がある。 しか しなが らその量や質 をいかに測 る
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か とい うことの解決にはな らない。

実際の利用 に当た っては高い ランキングの ジャーナル に発表 したものは良い研

究で ランクの低い ものに発表 されたのはあま り質の高 くない研究である と機械的に

評価 され ることにある。 日本研究で さらに問題 となるのは、出版 された論文がどの

ぐらい他の研究者 にサイテーシ ョンされてい るのか とい う評価方法である。特に、

サイテーション ・インデ ックス とは関係のない 日本語で書かれた論文や 日本で刊行

され る学術書 をいかに評価するか とい う大きな問題 がある。

と同時に、研究のイ ンパ ク トとして はもしか した ら文庫本 とか大衆 出版物 として

研究成果 を公開 したほうが多大であるかもしれない。が、香港 中文大学の評価方法

による とこのよ うな書籍 を媒介 とす る研究成果の評価はゼ ロとなる。すなわち学術

書 とい う形で刊行 しない限 り一点の得点にもならない。 また学術書であっても、オ

ックスフォー ド大学出版会な ど超一流の大学の出版会 とか 日本国内では東大出版会

など旧帝国大の出版会が出版 した場合 にはランクAの ジャーナルの論文3本 分に相

当す るとい うような細かい規則がある。内容 とかイ ンパ ク トとは関係な く、出版社

によって質が 自動的に決定 され るとい う問題 もある。一般的に言えることは日本研

究 とい うよ うな分野の場合は国際的なジャーナル に投稿するよ りも単行本 として研

究成果 をまとめたほ うがインパク トが大きい ように思われる。 しかしながら単行本

の評価は軽視 されている。

国際標準化には色々 と問題があるものの、大学首脳部によるこのような評価の仕

方 の導入に関 しては何の抵抗 もしようがない。このよ うな手法はも う既 に浸透 し始

めてお りこれを覆す ことは不可能である。

同時に研究発表の言語の問題 もある。多 くの 日本研究家 にとって英語は第二外国

語である。にもかかわらず、国際 ランキングで一番 高いジャーナルのほとんどは英

語圏のジャーナルである。 したがって、英語を母国語 としない 日本研究家は不利な

立場に立た され るσ特に 日本語 による 『中央公論』や 『世界』など学際的大衆誌へ

の投稿 は、評価はゼ ロとなる。 とい うことで、イ ンパ ク トが高い可能性はあるがこ

のような研 究著作は非常に不利 な立場 に立た され る。

市場原理の導入 とその 日本研究プログ ラムへの影響

オース トラリアや香港の大学において各学科の予算のほとんどが、どのくらいの

数の学生が授業を履修 して くれ るのか によってほぼ決定される。履修生数が予算の

何割 を決定す るのかは大学によってかな り違 うが、最近の傾 向としては研究中心の

大学の場合 は研 究中心への移行 とい う大きな 目標 もあり、研究科の予算配分も次第

に教育の ウエー トが低 くされ全予算の70パ ーセン ト前後 に低下 しつつある。残 りの

30パ ーセン ト前後は研究業績 によって予算が決定 されるとい うように研究成果の ウ

エー トが次第に高ま りつつある。
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これ を換言する と、 日本研究 とい うプ ロダク ト(商 品)を どれだけ多 くの学生が

購入 して くれ るかによって この株式会社 厂日本研究学科」の収入や利益が決定 され

るとい うことである。幸いにも香港 の学生は 日本文化や 日本語 に非常に興味 を持っ

てお り、 ここ10年 ほど年々2割 前後 の増加 率で履修生の数が急増 してい る。 この結

果、香港中文大学では2007-2008年 度は8名 ほ どの助教授 ・准教授 ・教授 と4名 の 日

本語の常勤講 師が多 くの非常勤教師の助 けを借 りなが ら延べ人数で約2,700名 強の

学生を指導す るようになっている。

しか し、 どのような科 目に現代の若者 は興味 を持つので あろ うか。香港の若者の

場合、イ タリアや他 の多 くの地域同様 まず確実に大幅に増加 してい るのは、映画や

漫画 とかアニメを中心 とす る日本大衆文化論である。香港 中文大学の場合、この よ

うな科 目の履修生 は2,700名 中500名 強が これ に集中 している。 もちろん 日本語科 目

の履修生 も増加 しつつあるが、これに関 しては1ク ラスあた り最大定員 は20名 とな

ってお り、履修生が増えたか らといって当研究学科 の予算が大幅 に増えるとい うこ

とはない。 どち らか とい うと少人数で細かい指導を したい とい うことから、 日本語

科 目は予算稼 ぎにはならない。

毎年一千名以上の応募者の中から日本研究専攻生 は毎年23名 ほ ど採用 している。

その23名 中のほ とん どが 日本の大衆文化論 に興味を持ってい る。大衆文化論以外で

日本研究 の専攻生がかな り興味を持つのは社会学や人類学 あるいは 日本文化史関係

の授業である。 これ らの数 は各学年6名 から10名 程度である。 しか しほかの専攻生

もこれ らの授業 に興 味があ り、大学全体 としては大衆文化論は1万 人の在籍学部学

生の中で500名 強、これに対 して社会学や人類学などの授業は大体25名 か ら35名 の履

修生がいる。 日本研究専攻生の問で人気 があま りないのは、 日本 の経済、経営学、

歴史、宗教学あるいは政治学な どの授業である。その結果 これ らの授業においては

他 の専攻生や交換留学生が履修 して くれ ない と経済的に成 り立たない。特に 日本の 層

文学や言語学あるいは芸術 となる と興味のあるものはほとんどな く、 コースをオ フ

ァー した としても大学全体 として10人 以下の履修生 しかいない。経済的には授業 と

して運営できない場合が多い。例 えば2007年 の秋学期 に初 めて 日本 の伝統芸術 に関

す る科 目を開講 したが、履修生は7人 ほ どあった。 特に特記すべきはその中で 日本

研究の専攻生はゼ ロで、音楽専攻 の学生などが参加 し応援 して くれた。

日本研究専攻生の卒業後 の就職先 を見てみる とその7割 は 日系企業に就職 してい

る。 こ うい うような状況を考察す ると、 日本の経営や経済あるいは ビジネスの実務

に関する知識が有用 であるよ うに思われるが、興味本位の学生は 日本経済や比較経

営な どに関する科 目はほとんど履修 しない。また 日本を深 く理解す るには 日本 の宗

教や文学や歴史などの研究が有用 に思われ るが、これ らの科 目に興味のある学生は

少 なく最近は開講 されていない。 日本の政治、外交、経済、言語学、哲学あるいは

科学技術史な どで も同様のことが言 える。

開講科 目が学生の興味によって決 ま り、これが 日本研究科 の予算 の7割 を決定す
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るとい うことは、学生の人気が 日本研究学科 が採用す る日本研究者の専門分野を大

きく左右す るとい うことになる。優れ た 日本研究の大家であっても、香港中文大学

において採用の可能性 が高い研究者 は大衆文化論 とか映画論な どの専 門家 となる。

市場原理の導入の弱点を補強するための諸政策

それでは このよ うな厳 しい経 営環境 におかされつつある 日本研究学科 はいかに

オール ラン ドな 日本研究プ ログラムを提供できるのであろ うか。香港 中文大学の経

験を交えなが ら考 えてみたい。第一の政策 は人気 のある分野で学生数 と財源 を確保

する とともにそれで もって人気の高くない分野をサポー トするとい うような手法を

とることであう。少なくとも10人 ほどの履修生がいない場合、授業は開講 してほ し

くない とい う大学の要請があるものの 日本研究学科では履修生が7人 でも6人 でも、

バランスのある 日本研究プ ログラムを提供 したい とい う観点から開講 してい る。

と同時にある授業は400人 もの学生が履修す ることとな り、この授業の担当者 に

とっては採点 とか指導で過大 な負担がかかることになる。そのままでは教員間のワ

ークロー ドの公平 さを欠 くことになる。 これ を是正す るために大教室運営 をす る担

当教員には必要な助手 を数人配置 し、負担 を軽減す るよ うに考慮 している。

また 日本研究学科以外 からのほかの専攻生をもっ と獲得す るために、 ジャパ ン ・

オン リーの科 目か ら日本のグローバル化 に関する科 目に変更 した り日本だけではな

くて、 日本 と中国あるいは韓国など学生の間で人気のある他のアジアの国の制度 と

の比較の科 目を導入 した り、様々な工夫 を して学生数 を増やす ように努力 している。

例 えば 日本社会論を担 当していた教員は、「アジアにおける 日本の若者文化」とい う

様 にもう少 し視野の広い科 目をオファーす る。私 自身 は 厂日本の経済構造 と経営」

とい う非常に硬い名前の授業 を廃止 し、「アメ リカや中国アジア太平洋地域にお ける

日本経済 と多国籍企業」 とい う授業に変更す る。名前がやたらに長いのであるが、

欧米か らの留学生が多いこ と、またアメ リカや 中国に興味がある学生が多い とい う

ことで、「アメ リカ」とか 「中国」 とい う言葉を授業名 に入れ ると人気 が高まる。つ

ま り、商品同様にお客を獲得するにはパ ッケージングが非常に大切である。

アジア太平洋国際関係史な どに関 しても、日本研究か ら出しまた学生を惹 きっけ

るためには 「西欧および 日本の帝 国主義、植 民地化 とアジアの発展」とい う長い名

前 をつ けている。「植 民地化」とか言 う言葉 が入る と学生が興味を示す。また 日本研

究学科 の科 目ではあるがほかの多 くの専攻生を惹きつ けることができる。 また本 当

は 日本 のビジネス と政府 間関係 について授業を開講 したかったが、ジャパ ン ・オン

リー となると学生数が10人 足 らず になる可能性が高い。 これを防 ぐために中国 と韓

国 も含 めた政府 とビジネス との関係についての授業をオファーす ることに した。 こ

の ように大学 とはいえサバイバル と成長のためには様々な工夫 と戦略が必要である。

日本研究の専攻生は数人 しか これ らの授業に興味がなく履修 しないが経営学の専攻
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生や欧米 からの留学生の問で人気があるために毎年開講す ることができる。

市場原理導入の 日本研究プ ログラムへ の今後 の影響

今後の 日本研 究プログラムの発展 の傾 向を以上のような角度か ら分析すると、香

港 中文大学を始め市場原理が導入 された多 くの大学では学生の問で 日本の大衆文化

論への人気が続 く限 りはこの研究が主力 とな り、場合によっては大衆文化論研究の

メ ッカになるのではないかと思われ る。予算 が増え新たに採用 したい 日本研究者を

公募 した場合 もこのよ うな分野にな る可能性 が高い。 と同時 に今の ところ日本語熱

も高いので 日本語教授法の専門家 ももっ と採用 される可能性がある。

逆 に文学、歴史、政治経済な どの 日本研究の専門家 は 日本研究学科のほ うでは採

用 されに くくなる。 したがって後者 を専門とする 日本研究者 はそれぞれのディシプ

リン別の研究科のほ うに応募すれば採用 され るよ うになるのではないか と思われ る。

これは どのような影響 を研究上 もたらす のであろ うか。例えば経営 とか経済学で

日本をも研究対象 としてい る専門家には 日本語能力がな く主に統計や英語 の文献を

中心に研究 しているものもいる。そのなかには欧米で開発 された理論やモデルがい

かに 日本に適用できるかで きないか とい う理論構築 の検証学 としての 日本研究 も多

い。 このような研究が増加する と西欧のモデル を使 った 日本の事例研究 に変貌す る

可能性 がある。 とい うことは地域研究あるいは総合 的 ・学際的 日本研究への発展上

妨 げになる可能性 もある。

と同時に、この ような傾 向のポジティブな面は、 日本オン リーではな くて 日本 を

ほかの制度 と比較する研究が増加す るかもしれない こと、そ してそのような方法論

的角度か ら何か新たなものが出て くるかもしれない可能性 があるこ とである。

学際的 ・複合的 日本研究 の重要性

しか しながら大 きな弱点は学際的 ・複合的 日本研究を助長できな くなる可能性 が

あることである。例 えば、学生たちに 日本の様々な問題や論点をケース ・スタディ

ー として教えているが、その多くは学際的 ・複合的なアプローチを必要 とす る。例

えば全然お互いに関係のない ように見える日本のアジア侵略の問題、不良債権の問

題、あるいはJR福 知 山線脱線事故の問題な どに関 してそれぞれ の原因 とか理 由を

考 えてみ ると、学際的 ・複合的 日本研究の重要性がわか るのではないか と思 う。

アジア侵略の問題 に関 して政治学者は 日本の政治制度で台頭する軍部や対外侵略

政策 に反対 しチェックす るカウンターパワーがなかったため とい うよ うに政治力学

上の問題 として問題設定するか もしれない。不良債権の問題 を取 り上げる と経営学

の専 門家は、ク レジ ッ トリスクとい うかロー ンを貸 し出 した場合に元金が戻って く

るか どうか、つま り貸 出先が倒産す る可能性の リスクの分析を合理 的に行 わなかっ
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たためにこの問題が起 きたと主張す るかもしれ ない。JR福 知山線の脱線事故では

500名 前後の非常に大 きな犠牲者 を出 したが、これ もやは りJRの 管理の問題ではな

いかと主張するか もしれない。

しか しなが ら複合的 ・学際的な 日本研究のアプ ローチに基づいて これ らの事例を

分析する と、そ こには一つの共通の文化的な要素が浮き上がってくる。何が共通 し

てい るかといえば、批判的に考え個人的な正当な主張をす ることが非常に苦手な 日

本文化が背景にあるよ うに思える。『「NO」 と言 える 日本』とい う本 も出ているが、

文化的な側面を見ると軍国主義 の台頭 に直面 し、これを批判的に考え反対す る日本

人が少なかった。あるいは不良債権 の問題な どを見て も会社内で ローンの承諾をす

る際、そ うい うような仕事に従事 していたスタッフの中にはその危険性について気

がっいた者 も少 なくなかったはずだ。 が、気づいても上司に対 して 自分の考えをき

ちん と言 えない者が多かったのではなかろ うか。

またJR福 知 山線脱線 の問題 は事故 とい うのは起 こるものだ、地震 とい うのは起

こるものだ とい うことで片づけることもできる。 あるいは 日本人の時間厳守の文化

の結果 で、時間厳守 とい う価値観が安全 を先行 して しまった結果であるともいえる。

しか しJRの 運転士の労働環境 に関 して深 く分析 してみるとダイヤが非常に複雑で

ス トレスの多い仕事であることがわかる。運転士たちは大 きなス トレスのもとで勤

務 をさせ られていると言 われる。ダイヤがあま りにも複雑で、てきぱきと行動 しな

い と遅れが出て しま う。 しか しなが らそれほど非常にス トレスが多い仕事であるな

らば安全確保 と精神衛生管理のためになぜ労組な どを通 して経営者側 と交渉 し労働

環境を改善 して きていないのであろ うか。なぜ不平を上司に言わなかったのであろ

うか とい う観点か ら分析す るとこの問題 も不良債権の問題 もあるいは戦前の 日本の

帝国主義 の問題 も裏 には共通の 日本 の文化的な要素があるように思える。 しか しな

が ら逆 に、経営や政治の専門家か ら見 るとこの ような要素は多分、研 究の対象にな

らないのではないかと思 う。 したがって学際的 ・複合的 日本研究は非常に重要であ

るといえよ う。

国際 日本文化研究センターへの期待 と役割 一結び にかえて

以上の分析か ら言 えることは総合的 な学際的な 日本研究は非常に大切である。 し

か しなが ら研究評価が理工系的に国際標準化 され市場原理が導入 されてい る日本研

究学科 においては この ような総合的 ・複合的 ・学際的な研究がなかなか実現 しに く

い経営環境にな りっっある。 この ような最近 の諸事情 と傾向を考慮す るならば、 日

文研 のよ うな研究機 関には次のよ うな大 きな役割 を期待 したい。

まず研究分野か らす ると、文学や文化、歴史、思想、宗教などの学生の間での人

気が低下 しつつ あり、 これ らを専門 とす る研究家 の受け皿はそれぞれのデ ィシプ リ

ンごとの研究科 になる可能性 が大きくなっている。 これ らの分野は 日文研の強みで
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あ り今後 とも補強を続けていってほしい。

と同時 に日本のグローバル化の様々な問題 、これは既 に研究対象 となっているが

それを さらに研究 してほ しい。

さらに希望を述べ ると、今まで どちらかとい うと日文研の研究の焦点は歴史 とか

民族学な ど人文科学的な文化 と社会の研究 が中心であったようであるが現代の事象

に関 して政治経済学や経営学な ど社会科学 を含めた学際的総合的な研究を進めてい

ただけれ ば非常にあ りがたい。

様 々な議論があるが研 究方法 としては、得意な学際的アプ ローチをぜひ維持、強

化 していってほ しい。また どちらか とい うと劣勢にある地域研究のアプ ローチ を促

進 してほ しい。

またジャパ ン・オ ンリーではな くて、国際 とい う名が入っているよ うに国際的な、

日本が外に出た場合の様々な問題 と同時に、 日本的システムとほかの国のシステム

の比較研究をさらに進 めてほ しい。例えば故園田英弘教授は 『日本にあるものは世

界 にあるか』 とい う比較研究プロジェク トを総括 されたが、このよ うな研究をさら

に進めていただきたい。

さらに欲を言えば、一大学の 日本研究学科ではで きない ような国際的 リサーチ ・

チームやプ ロジェク トを創生 しリー ドしてほ しい。

また海外での 日本研究国際シンポジウムもさらに推進 し、海外に拠点をお く日本

研究者 間のネ ットワーク作 りにさらに尽力 していただきたい。

最後に我々のような研究科に関しては、ぜひ 日本 の歴史のおもしろさとか文学 の

おも しろ さを伝 えてほしい。 日文研 のテモテ ・カー ン先生 に来校 していただいた際

に狂言について講演をしていただき日本の伝統芸術 の面 白さを大いに学ぶことが出

来た。が予算的な制約 もあ り様 々な分野の専 門家を呼ぶ ことはなかなかできない。

したがって様々な分野の 日本研究の専門家の短期派遣の業務な どもぜひ 日文研 のプ

ログラムの中に入れていただけれ ば幸いである。
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